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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 91,722 23.7 5,999 615.3 5,750 808.8 3,481 ―
22年3月期第2四半期 74,177 △35.8 838 △75.0 632 △82.0 △194 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 234.96 ―
22年3月期第2四半期 △13.10 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 92,505 45,619 41.7 2,601.95
22年3月期 95,115 43,667 38.9 2,497.80

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  38,557百万円 22年3月期  37,014百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 11.00 ― 19.00 30.00
23年3月期 ― 15.00
23年3月期 

（予想）
― 15.00 30.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 181,000 8.7 8,700 26.9 8,400 27.1 4,600 17.3 310.42



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に与える不確実な要因
に係る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。なお、上
記業績予想に関する事項は、（添付資料）３ページ「１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 （３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧くださ
い。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.３「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 14,820,000株 22年3月期  14,820,000株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  1,159株 22年3月期  1,096株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 14,818,851株 22年3月期2Q  14,818,904株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新興国での需要の増加や政府による経済政策の効果等もあ

り、立ち直りの兆しが見えてまいりました。しかしながら、為替相場の円高推移や株安進行の影響、また、経済政

策終了後の需要縮小も懸念され、先行き不透明感が残る状況で推移しました。 

このような環境のなか、当社グループにおいても円高による影響があったものの、全ての地域において顧客か

らの受注状況が改善され増収となり、その増収効果に加え、前年度に実施した費用削減施策の寄与、生産体質強化

施策の継続の効果もあり、当第２四半期連結累計期間の売上高は、917億２千２百万円（前年同期比23.7％増）、

営業利益59億９千９百万円（前年同期比615.3％増）、経常利益57億５千万円（前年同期比808.8％増）、四半期純

利益34億８千１百万円（前年同期は四半期純損失１億９千４百万円）となりました。 

  

セグメントの業績を示すと次のとおりであります。 

（日本） 

政府による経済政策の効果もあり、受注状況が大幅に改善され、売上高486億６千２百万円、営業利益19億５

千５百万円となりました。 

（北米） 

他のセグメントに比べ受注改善率は低いものの、売上高253億７千５百万円、営業利益２億６千８百万円とな

りました。 

（アジア） 

受注状況が大幅に改善され、売上高103億９百万円、営業利益16億２千１百万円となりました。 

（中国） 

引き続きホンダ四輪車の好調な販売により、売上高125億５千３百万円、営業利益17億８千２百万円となりま

した。 

（その他） 

前第２四半期連結累計期間は、イギリスにおいて、在庫調整のための生産休止期間がありましたが、当第２

四半期連結累計期間は、正常な生産活動に戻ったことや、ブラジルでの受注増による増収効果があり、売上高43

億８千９百万円、営業利益３億３千６百万円となりました。 

（注）上記に記載しているセグメント別の売上高は、外部顧客に対する売上高とセグメント間の内部売上高又は振

替高の合計であります。 

  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当第２四半期連結会計期間末における総資産は、現金及び預金の増加等がありましたが、受取手形及び売掛金

の減少、減価償却及び為替変動に伴う有形固定資産の減少等により前連結会計年度末に比べ26億９百万円減少

し、925億５百万円となりました。 

 また、負債につきましては、短期借入金及び長期借入金の減少等により、前連結会計年度末に比べ45億６千２

百万円減少し、468億８千５百万円となりました。 

 純資産は、為替変動に伴う為替換算調整勘定の借方残高の増加がありましたが、利益剰余金の増加等により、

前連結会計年度末に比べ19億５千２百万円増加し、456億１千９百万円となりました。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は112億５千５百万円と

なり、前連結会計年度末より17億４千万円増加いたしました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、得られた資金は78億２千８百万円となりました。 

 これは主に税金等調整前四半期純利益58億１千６百万円、減価償却費36億７千５百万円等により得られた資金

から、法人税等の支払額15億４千１百万円等を差し引いた結果によるものであります。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は14億７千２百万円となりました。 

 これは主に新機種投資に伴う有形固定資産の取得による支出20億１千３百万円、定期預金の預入による支出13

億２千１百万円等により使用した資金から、定期預金の払戻による収入17億６千６百万円等を差し引いた結果に

よるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は42億４千３百万円となりました。 

 これは主に短期借入金純減額及び長期借入金の返済による支出32億９千７百万円、配当金の支払額９億２千９

百万円（内、少数株主への配当金支払額６億４千７百万円含む。）等によるものであります。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 通期の業績予想につきましては、日本、アジア、中国において、受注が計画を上回って推移することが期待でき

るものの、第３四半期以降の為替を前回公表時の想定レートより円高方向に見直したこと等により、平成22年８月

30日時点での通期業績予想を変更しておりません。 

 なお、為替レートは、第３四半期以降の為替想定レートを１米ドル85円から80円に変更しております。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。   

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

・税金費用の計算 

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

 これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月

26日）を適用しております。 

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。   

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,455 11,187

受取手形及び売掛金 20,844 22,278

製品 2,564 2,489

仕掛品 1,854 1,872

原材料及び貯蔵品 9,534 8,832

繰延税金資産 848 832

その他 2,092 2,169

流動資産合計 50,194 49,661

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 22,651 23,246

減価償却累計額 △10,470 △10,260

建物及び構築物（純額） 12,181 12,986

機械装置及び運搬具 63,230 65,301

減価償却累計額 △45,396 △45,516

機械装置及び運搬具（純額） 17,834 19,785

工具、器具及び備品 18,695 18,966

減価償却累計額 △17,581 △17,513

工具、器具及び備品（純額） 1,114 1,453

土地 6,758 6,821

リース資産 137 102

減価償却累計額 △44 △31

リース資産（純額） 92 70

建設仮勘定 904 1,079

有形固定資産合計 38,885 42,197

無形固定資産 435 423

投資その他の資産   

投資有価証券 83 101

長期貸付金 22 16

長期前払費用 569 613

繰延税金資産 223 211

その他 2,116 1,916

貸倒引当金 △25 △25

投資その他の資産合計 2,990 2,833

固定資産合計 42,311 45,453

資産合計 92,505 95,115
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 20,007 20,866

短期借入金 7,929 9,041

リース債務 43 31

未払法人税等 1,250 1,412

賞与引当金 1,399 1,243

製品保証引当金 32 40

その他 3,926 3,474

流動負債合計 34,590 36,110

固定負債   

長期借入金 10,344 13,395

リース債務 80 55

繰延税金負債 395 424

退職給付引当金 942 893

役員退職慰労引当金 245 228

負ののれん 272 326

その他 12 13

固定負債合計 12,294 15,337

負債合計 46,885 51,448

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,754 1,754

資本剰余金 565 565

利益剰余金 43,377 40,176

自己株式 △1 △1

株主資本合計 45,695 42,495

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △5 △2

為替換算調整勘定 △7,132 △5,478

評価・換算差額等合計 △7,138 △5,481

少数株主持分 7,061 6,652

純資産合計 45,619 43,667

負債純資産合計 92,505 95,115
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 74,177 91,722

売上原価 67,740 79,711

売上総利益 6,437 12,010

販売費及び一般管理費 5,598 6,010

営業利益 838 5,999

営業外収益   

受取利息 25 72

負ののれん償却額 54 54

その他 111 122

営業外収益合計 191 249

営業外費用   

支払利息 294 225

為替差損 69 248

その他 32 24

営業外費用合計 397 499

経常利益 632 5,750

特別利益   

固定資産売却益 25 19

国庫補助金 49 49

負ののれん発生益 － 106

特別利益合計 74 175

特別損失   

固定資産廃棄損 16 45

固定資産売却損 0 0

固定資産圧縮損 49 49

投資有価証券売却損 － 3

特別退職金 63 9

特別損失合計 129 109

税金等調整前四半期純利益 578 5,816

法人税等 475 1,524

少数株主損益調整前四半期純利益 － 4,292

少数株主利益 296 810

四半期純利益又は四半期純損失（△） △194 3,481
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 578 5,816

減価償却費 3,991 3,675

負ののれん償却額 △54 △54

賞与引当金の増減額（△は減少） 88 161

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） △20 △7

退職給付引当金の増減額（△は減少） 42 49

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △101 16

受取利息及び受取配当金 △25 △73

支払利息 294 225

固定資産廃棄損 16 45

固定資産売却損益（△は益） △24 △18

投資有価証券売却損益（△は益） － 3

国庫補助金等収入 △49 △49

負ののれん発生益 － △106

固定資産圧縮損 49 49

特別退職金 63 9

売上債権の増減額（△は増加） △4,331 400

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,047 △1,500

仕入債務の増減額（△は減少） 2,634 207

その他 △61 717

小計 4,119 9,568

利息及び配当金の受取額 25 73

利息の支払額 △296 △228

特別退職金の支払額 △173 △42

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 434 △1,541

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,109 7,828

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,053 △1,321

定期預金の払戻による収入 1,008 1,766

有価証券の償還による収入 100 －

有形固定資産の取得による支出 △1,700 △2,013

有形固定資産の売却による収入 79 147

無形固定資産の取得による支出 － △12

国庫補助金等による収入 49 49

投資有価証券の売却による収入 － 3

子会社株式の取得による支出 － △85

貸付けによる支出 △3 △6

貸付金の回収による収入 3 －
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

その他 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,515 △1,472

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,304 △1,122

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △9 △17

長期借入れによる収入 4,374 －

長期借入金の返済による支出 △1,961 △2,174

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △163 △281

少数株主への配当金の支払額 △85 △647

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,149 △4,243

現金及び現金同等物に係る換算差額 162 △372

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 606 1,740

現金及び現金同等物の期首残高 6,555 9,514

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,162 11,255
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 該当事項はありません。 

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．事業区分の方法 

当社グループの事業区分は、売上高集計区分及び販売先の使用目的を勘案して区分しております。 

２．各事業区分の主要製品 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
自動車部品 

四輪 
（百万円） 

自動車部品 

二輪 
（百万円） 

汎用製品組立

及び汎用部品

（百万円） 

その他

（百万円） 
計

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結

（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  67,062 4,308 2,795 10  74,177  － 74,177

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  － － － 408  408 (408) －

計  67,062 4,308 2,795 419  74,586 (408) 74,177

営業利益又は営業損失(△）  751 113 △50 △11  803  35 838

事業区分 主要製品 

自動車部品四輪 

排気系部品 
エキゾースト・マニホールド、エキゾースト・パイプ、排

気触媒コンバータ、サイレンサー（マフラー） 

駆動系部品 
オートマチック・トランスミッション・トルクコンバー

タ、デュアルマス・フライホイール 

その他 オイルパン、ドアビーム、ロアーアーム 

自動車部品二輪 
ブレーキディスク、フロントフェンダー、ブレーキペダル、サイレンサー

（マフラー）、ハンドルパイプ、ＡＴＶ用部品 

汎用製品組立及び汎用部品 船外機塗装、超小型４ストロークエンジン、フューエルタンク 

その他 機械、金型・治具、他 
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〔所在地別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国または地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国または地域は次のとおりであります。 

（1）北米……………米国 

（2）アジア…………フィリピン国、インドネシア国、タイ国、インド国 

（3）中国……………中国  

（4）その他の地域…英国、ブラジル国 

〔海外売上高〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国または地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国または地域は次のとおりであります。 

（1）北米……………米国、カナダ国 

（2）アジア…………フィリピン国、インドネシア国、タイ国、インド国他 

（3）中国……………中国  

（4）その他の地域…英国、ブラジル国他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
中国

（百万円） 
その他の地域

（百万円） 
計

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結

（百万円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する売上

高 
 30,535  23,420 6,618 11,095 2,506  74,177  － 74,177

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 6,453  14 459 48 147  7,124 (7,124) －

計  36,988  23,435 7,078 11,144 2,654  81,301 (7,124) 74,177

営業利益又は 
営業損失(△) 

 △217  △429 553 1,038 △182  763  75 838

  北米 アジア 中国 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  23,426  6,658  11,120  2,505  43,711

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  －  －  74,177

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
 31.6  8.9  15.0  3.4  58.9
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〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、各々の現地法人においてそれぞれ独立した経営単位であり、取締役会及び取締役会から

選定された取締役によって構成される経営会議において、経営の重要事項について審議し、経営資源の配分の決定及

び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社では、地域毎に担当取締役が任命されており、それぞれの取締役が、担当地域の包括的な戦略の立案を統括

し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループは、生産・販売を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「北

米」（米国）、「アジア」（フィリピン、インドネシア、タイ、インド）、「中国」の４つの報告セグメントとして

おります。日本セグメントでは、「自動車部品四輪」、「自動車部品二輪」、「汎用製品組立及び汎用部品」及び

「その他」の製品、北米及びアジアセグメントでは、「自動車部品四輪」、「自動車部品二輪」及び「その他」の製

品、中国セグメントでは、「自動車部品四輪」及び「自動車部品二輪」の製品を生産・販売しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、英国及びブラジルの現地法

人の事業活動を含んでおります。 

   ２．セグメント利益の調整額36百万円は、セグメント間取引消去36百万円であります。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

  

（重要な負ののれん発生益） 

連結子会社である新日工業株式会社の株式追加取得による持分の異動により重要な負ののれんが発生しておりま

す。なお、当該事象による負ののれん発生益は、当第２四半期連結会計期間においては、「日本」セグメントにお

いて106百万円であります。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント

その他

（注）１
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 
（注）３ 

日本 北米 アジア 中国 計

売上高     

(1)外部顧客に対する売上高  39,967  25,325  9,698  12,411  87,402  4,319  91,722  －  91,722

(2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 8,694  49  611  141  9,496  69  9,566  △9,566  －

計  48,662  25,375  10,309  12,553  96,899  4,389  101,289  △9,566  91,722

セグメント利益  1,955  268  1,621  1,782  5,626  336  5,963  36  5,999

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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（企業結合等関係） 

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

  

共通支配下の取引等 

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称及び取引の概要 

(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容 

結合当事企業の名称 新日工業株式会社 

事業の内容     自動車部品・精密機械部品の製造販売 

(2)企業結合日 

平成22年９月24日 

(3)企業結合の法的形式 

株式取得 

(4)結合後の企業の名称 

追加取得後も新日工業株式会社の名称の変更はありません 

(5)その他取引の概要に関する事項 

 当社は、当社事業の主幹三本柱（駆動系・排気系・制動系）の一つである駆動系製品のさらなる生産体質強

化を図ることを目的として、連結子会社である新日工業株式会社の株式の2.5％を追加取得いたしました。これ

により、当社の持分比率は、当第２四半期連結会計期間において51.5％となりました。 

  

２．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引と

して処理しております。 

  

３．子会社株式の追加取得に関する事項 

(1)取得原価及びその内訳 

現金及び預金による株式取得費用 85百万円 

(2)発生した負ののれん発生益の金額及び発生原因 

①発生した負ののれん発生益の金額 106百万円 

②発生原因 

 追加取得による株式取得費用が、減少する少数株主持分の金額を下回ることにより発生したものでありま

す。 

  

（７）その他注記情報
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（重要な後発事象） 

重要な国内生産拠点の再編 

  

 当社は、平成22年10月28日開催の取締役会において、国内生産拠点の再編を検討する決議をいたしました。 

  

１．その旨及び理由 

2008年の金融危機以降、自動車産業を取巻く環境は大きく変化し、生産・販売の大幅な減少等、企業の業績に大き

な影響を与えております。日本ではエコカー減税などの効果もあり、自動車販売に回復傾向が見られますが、以前の

生産台数までの回復には至っておらず、先行きが不透明な状況であります。 

このような状況のなか、当社においては、国内生産拠点・海外生産拠点の生産体質強化に取組み、合理化展開を進

めてまいりましたが、より長期的な観点から国内の生産効率の向上、コスト競争力の強化を目的に、浜松市に２拠点

ある製作所の内、主に「自動車部品四輪」の生産拠点である豊製作所（浜松市東区豊町）に、主に「自動車部品二

輪」、「汎用製品組立及び汎用部品」の生産拠点である高丘製作所（浜松市中区高丘東）を集約する方向で検討を進

めてまいります。 

  

２．再編・集約の対象生産拠点の事業の内容、規模 

(1)対象生産拠点 ： 高丘製作所（浜松市中区高丘東） 

(2)事業の内容  ： 自動車部品二輪、汎用製品組立及び汎用部品の製造・販売 

(3)事業の規模  ： 平成22年３月期売上高実績 101億２千８百万円 

  

３．再編・集約の時期 

現在は、未定です。 

  

４．再編・集約が営業活動等へ及ぼす重要な影響 

当該取締役会は、再編・集約の検討を開始することを決議したものであり、その具体的な内容は未定であることか

ら、今後の経営成績等に与える影響は不明です。 

また、従業員の異動が予測されますが、雇用確保を基本に進めてまいります。 
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